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第1章 序論 

 

1.1 研究背景 

高齢期における学習は高齢者と社会にとって次のような意義があると指摘されている。

①学習を通じて地域が抱える課題解決の担い手として活躍できる、②学習を通じて社会と

のつながりを持ち、社会からの孤立を防止できる、③学習を通じた生きがいの創出により、

第二の人生に潤いができる、④学習を通じた健康を守り、生活の質が向上できる。このよう

な意義のある学習を高齢者の間に普及するため、欧米及び中国と台湾などの国や地域は、高

齢者教育・学習を推進している。日本では、生涯学習に関する世論調査（2018年に実施）に

よると、約 7 割の高齢者は学習意欲があるものの、学習をしたことがある人は約 5 割しか

いないことが明らかにされている。中国においても、民間教育事業者の高齢者における学習

に関する 2019年の報告では、約 9割の高齢者は学習意欲があるものの、学習をしたことが

ある人は約 5割しかいないという問題が明らかにされている。したがって、学習の定着を図

るには、学習に関連する要因の解明だけでは十分ではない。高齢者における学習ニーズをき

ちんと把握し、学習ニーズを喚起させるための要因を探るとともに、学習ニーズが実践につ

ながる要因を探ることが必要となる。このような関連要因の研究を行うためには、高齢者の

間における主観的な学習ニーズおよび実践の現状を正確に把握することができる指標を用

意する必要がある。 

 

1.2 高齢者の主観的な学習ニーズ・実践の評価に関する既存研究とその限界 

欧米及び台湾では、高齢者における主観的な学習ニーズを把握するための評価指標の作

成が 1970年代から行われるようになった。その過程でニーズの測定指標の作成に不可欠な

主観的な学習ニーズの定義に関する議論が行われた。その結果として主観的なニーズは大

きく 2 つに分類できることが明らかにされている。その 2 分類とは、自身にとって学ばな

ければならないと考える必要な知識や技術（必要ニーズ）、好みから学んでみたいと思う知

識と技術（興味ニーズ）である。 

主観的な学習ニーズの測定指標に関しては、「必要ニーズ」のみに着目した研究が多いと

いう問題がある。主観的な学習ニーズを総合的に評価するには、「興味ニーズ」も合わせて

評価することが必要であるが、このような指標は筆者が調べた限り 2つのみである。日本で

は、欧米や台湾で作成された指標と異なり、「学んでみたい」「関心がある」というように「興

味ニーズ」の面からの測定指標が作成されているのみである。しかし、 その妥当性と信頼

性の検討はほとんど行われていない。 

学習実践の評価指標については、欧米、中国、日本に共通して、指標の作成が遅れており、

唯一、台湾において学習ニーズと共通する項目を用いて実践の評価指標が作成されている

にすぎない。それ以外では、主観的な学習ニーズと共通する項目は用いていないものの、学

習領域ごとに実践の有無を評価した Lamdinと藤岡による指標があるだけである。 
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1.3 高齢者の主観的な学習ニーズ現状と主観的な学習ニーズと実践のギャップに関する

研究の到達点とその限界 

主観的な学習ニーズと実践のギャップについては、欧米、中国、台湾の研究においては、

主観的な学習ニーズのある高齢者の割合よりも学習実践している高齢者の割合の方が低い

ことが示されている。しかしながら、どのような種類のニーズが学習の実践に結びついてい

ないのかについては、実践に関する評価指標の作成が行われていないため、日本だけでなく、

高齢者の主観的な学習ニーズに関する研究蓄積がある国々においても知見はない。 

 

1.4 高齢者の主観的な学習ニーズ・実践の関連要因に関する研究の到達点とその限界 

高齢者における主観的な学習ニーズの要因分析については、日本だけでなく、欧米、中国、

台湾において、年齢、学歴、世帯構成、経済状況という属性的な要因に着目した研究が数多

く行われている。しかし、学習実践に関連する要因については、地域に在住している高齢者

を対象とした研究となると、筆者が調べた限りでは、台湾で 3 本 、中国で 2 本、欧米で 3

本発表されているのみである。台湾では、学習ニーズの自覚が高いこと、学習に対する自己

効力感が高いこと、家族・友人からの支援があること、あるいは学習に関する情報が入手で

きていることが学習実践の推進要因であることが明らかにされている。中国では、学習ニー

ズの自覚が高いこと、学習に関する情報を入手できていること、欧米においては、心身機能

の制限が少ないこと、学習に対する自己効力感が高いこと、学習の環境満足が学習実践の促

進に貢献していることが明らかにされている。 

以上のように、主観的な学習ニーズ、実践それぞれに関連する要因を解明した研究は少な

くないが、次のような限界がある。第 1に、属性的な要因の分析にとどまっていたり、心理

社会的な要因に着目していてもその理論的な枠組みが明確でなく、探索的な研究に終わっ

ている問題がある。第 2の限界は、主観的な学習ニーズ、学習実践に関連する要因の分析が

それぞれ別々に行われており、両者を同時に取り上げ、主観的な学習ニーズが実践につなが

る要因については研究がない。そのため、従来から指摘されている主観的なニーズと実践と

のギャップを解消するために必要な介入方法についてはほとんど検討がなされていない。 

 

1.5 本研究の目的 

以上の既存研究のレビューを踏まえ、以下、3つの目的を設定した。第 1の目的は、学習

領域別に高齢者における主観的な学習ニーズと学習実践の評価指標をそれぞれ作成するこ

と、第 2の目的は、作成した評価指標を利用し、高齢者の主観的な学習ニーズと学習実践の

ギャップの大きさを学習領域別に明らかにすること、第 3の目的は、作成した評価指標を用

いて、高齢者における主観的な学習ニーズの出現およびその実践への移行に関連する要因

を明らかにすることである。 
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第2章 高齢者における主観的な学習ニーズと学習実践の指標作成 

 

2.1 目的 

本研究の目的は，共通する項目を用いて、高齢者における主観的な学習ニーズを「必要ニ

ーズ」と「興味ニーズ」の側面から評価するとともに、それに対応する学習実践の評価指標

も作成することである。 

 

2.2 方法 

妥当性については内容的妥当性と構成概念妥当性の面から評価するとともに、信頼性に

ついては、再テスト法とクーロンバックのα係数による評価を行った。本研究は桜美林大

学の倫理審査委員会にて承認を得て実施した(承認番号 19021)。 

 

2.3 妥当性・信頼性の結果 

2.3.1 妥当性・信頼性評価のための調査対象者の属性 

有効回答は 166人から得た（有効回収率：68.6％）。  

2.3.2 構成概念妥当性 

「必要ニーズ」「興味ニーズ」「学習実践」の各指標がそれぞれ「一般的学問と高齢期の専

門知識」「高齢期における日常生活の課題」「人生の振り返り」という 3概念で構成されるか

否かについて、確認的因子分析を用いて検証した結果、適合度指標は「必要ニーズ」では

GFI=.64、AGFI=.58、CFI=.77、RMSEA= .11、「興味ニーズ」では GFI=．63、AGFI=．57、CFI=．

76、RMSEA=.12、「学習実践」では GFI=.67、AGFI=.63、CFI=.74、RMSEA=.11といずれも低く、

仮説は支持されなかった。 

そのため、まずは、学習領域に区分せずにすべての項目を用いて探索的因子分析を行った。

次に、指標作成に必要な規準を満たさない 10項目を除き、19項目を用いて因子分析を行っ

た。なお、この 19 項目の KMO は、必要ニーズでは.91、 興味ニーズでは.91、学習実践で

は.85で標本サイズはいずれも非常に良好と判断された。 

この 19項目の指標の構成概念妥当性について、確認的因子分析で検証した結果では、適

合度指標は、「必要ニーズ」では GFI=.88、AGFI=.84、CFI=.96、RMSEA=.06、「興味ニーズ」

では GFI=.88、AGFI=.84、CFI=.96、RMSEA=.06、「学習実践」では GFI=.89、AGFI=.86、CFI=.97、

RMSEA=.05といずれも高く、探索的因子分析から導かれた構成概念が妥当であることが確認

された。 

2.3.3 信頼性検証 

再テスト法による信頼性の検証結果では、「必要ニーズ」の指標では、項目別のピアソ

ン積率相関係数は、.45～.72であった。学習領域別では「高齢期における日常生活の課

題」が.70、「ICT技能」が.73、「人生の振り返り」が.65、「一般的学問」が.62、指標全体

では.79であった。「興味ニーズ」の指標では、項目別のピアソン積率相関係数は、.45
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～.69であった。それぞれの領域が．71、.67、.71、.60、全指標が．75であった。「学習

実践」の指標では、項目別のピアソン積率相関係数は.67～.93であった。それぞれの領域

が.87、.93、.92、.94、指標全体が.89であった。 

クーロンバックのα係数は、「必要ニーズ」については、学習領域別では「高齢期にお

ける日常生活の課題」が.92、「ICT技能」が.87、「人生の振り返り」が.92、「一般的学

問」が.87、指標全体では.93であった。｢興味ニーズ｣については、それぞれの領域が。

93、.87、.90、.88、指標全体が.93であった。「学習実践」については、それぞれの領域

が.88、.81、.93、.86、指標全体が.89であった。 

 

2.4 考察 

本研究では、この 3側面をそれぞれ測定する指標として、共通する項目を用いて作成す

ることを意図した。そのことによって、ニーズの喚起に必要な対策だけでなく、ニーズが

あるにもかかわらず学習活動に取り組むことができていないことへの対策も構築可能と考

えた。 

構成概念妥当性の検証においては、探索的因子分析の結果抽出された「一般的学問」

「高齢期における日常生活の課題」「人生の振り返り」という 3つの構成概念が、本研究

で理論的に設定した構成概念と一致していた。しかし「ICT技能」について、本研究では

当初想定していなかった構成概念であり、「ICT技能」に因子負荷量が高い項目は、当初

「高齢期における日常生活の課題」に位置づけられていたものであった。インターネット

などを利用して情報収集する技能のアップは、現在の情報化社会においては不可欠な能力

である。欧米における高齢者の主観的な学習ニーズの評価指標に関しても、最近作成され

たものでは「ICT技能」が独立した領域として位置づけられているものもある 。このよう

に最近作成された指標と共通して、本研究では、「ICT 技能」については、「高齢期におけ

る日常生活の課題」という概念に含まれるのではなく、独立した概念であることが明らか

にされた。したがって、「必要ニーズ」と「興味ニーズ」の面から見た高齢者における主

観的な学習ニーズ及び学習経験の評価指標については、「ICT技能」を含む 4つの構成概念

が妥当であるといえよう。 

本研究で作成した指標については、個別項目を利用して主観的な学習ニーズを測定する

のではなく、項目全体を利用して、あるいは領域別に分類してニーズを測定することを目

指している。指標全体、学習領域別では、クーロンバックのα係数で見た場合にはいずれ

も.80以上であり、さらに再テスト法でも.60以上であることが確認されている。したが

って、構成概念妥当性を検証した「必要ニーズ」「興味ニーズ」「学習実践」に共通する 19

項目の指標については、信頼性が確保されていると見ることができる。 

 

2.5 第2章の内容に関わる学術雑誌などに掲載された状況 

第 2章に記述した研究は、「応用老年学」Vol15発刊。（202108） 
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第 3章 高齢者の主観的な学習ニーズ現状とその実践とのギャップ 

 

3.1 目的 

主観的な学習ニーズの次元別にみたニーズの強さとそれぞれの実践とのギャップの現状

を明らかにする。その際、後期高齢者と前期高齢者に年齢区分し、ニーズの強さとそれぞれ

の実践とのギャップの差異も明らかにする。今後、高齢者の中でも後期高齢者が絶対数でも

高齢者の中における割合でも増加することが予想されている。そのため、前期高齢者との対

比で、後期高齢者の主観的な学習ニーズ、さらにその実践との間のギャップに特徴がある場

合には、このような知見は、高齢者の間における学習ニーズと実践に関連する問題の予測に

貢献する。 

 

3.2 方法 

町田市に在住している 60 歳以上の住民であった。本研究では 60 歳以上人口 137,650 人

（2019 年 7 月 1 日現在）から、住民基本台帳に基づき確率比例抽出法で抽出した 516 人を

調査対象とした。 無記名自記式の調査票を用い、郵送法によって行った。配布・回収は 2020

年 1～2 月に行い、最終的に 273票が回収された。本研究は桜美林大学の倫理審査委員会に

て承認を得て実施した(承認番号 19021)。 

1）次元別にみた主観的な学習ニーズの多寡 

研究１で作成した高齢者における主観的な学習ニーズの評価指標を利用し、「必要ニーズ」

と「興味ニーズ」それぞれについて「高齢期における日常生活の課題」「ICT技能」「人生の

振り返り」「一般的学問」の次元別のニーズの多寡を比較した。さらに、項目数に応じて按

分された次元別の「必要ニーズ」と「興味ニーズ」のいずれかニーズ得点の高い方を主観的

ニーズの得点とし、その得点を次元別に比較した。 

2) 次元別の主観的な学習ニーズと実践とのギャップ 

学習ニーズと実践とのギャップについては次のように評価した。各次元を構成する項目

ごとに必要を認識している（「非常に必要」「まあ必要」と回答）。あるいは興味ニーズがあ

ると認識している（「非常に興味がある」「少し興味がある」と回答）した回答者をニーズあ

り群とし、その中で実践していない人の割合（ギャップの割合）を算出した。次いで、各次

元の項目数で按分することで、次元ごとのギャップの平均割合を算出した。 

3)解析方法 

主観的なニーズの次元別の平均得点の多寡については、19 項目全体の平均の得点との差

を t 検定で評価した。さらに、前期と後期高齢者の得点の違いについても t 検定で評価し

た。 

次元別の主観的な学習ニーズと実践とのギャップについては、ギャップの割合を算出す

る際の分母となるニーズをもつ人が項目別に異なり、さらにその数も異なることから、次元

別のギャップの割合の多寡を統計的に検定することができないことから、記述的な分析に



6 

 

とどめた。 

3.3 結果 

次元別にみた主観的な学習ニーズの多寡については、「必要ニーズ」「興味ニーズ」のいず

れに関しても、次元の中では「高齢期における日常生活の課題」の次元のニーズがそれぞれ

3.10点と 3.08点で最も高く、この値は主観的な学習ニーズ全体の平均よりも有意に高かっ

た。年齢層別にみた次元別に主観的な学習ニーズの多寡をみると、「ICT 技能」のみ前期高

齢者の方が後期高齢者よりも学習ニーズが有意に高かった。主観的な学習ニーズと学習実

践とのギャップについては、「人生の振り返り」と「高齢期における日常生活の課題」につ

いてはそれぞれ 71.91％と 56.52％と、主観的学習ニーズが実際の学習につながっていない

人の割合が高かった。 次元別のギャップの割合を年齢層別にみても、いずれの次元でも前

期高齢者と後期高齢者でギャップの割合に大きな差がなかった。 

 

3.4 考察 

本研究では、「一般的学問」「高齢期における日常生活の課題」「ICT技能」「人生の振り返

り」の 4次元の中では、「高齢期における日常生活の課題」の次元への学習ニーズが最も高

く、その値は全体平均よりも有意に高かった。日本における藤岡の研究や生涯学習に関する

世論調査においても、地域に在住する高齢者は「医療・福祉」や「生活実用の課題」に対す

る学習希望が多いことが示されている。他方、欧米、中国、台湾における研究においても、

高齢者の主観的な学習ニーズを次元別にみると、「高齢期における日常生活の課題」に関す

る次元のニーズが最も高いことが明らかにされている。日本においても、欧米、中国、台湾

と同じように、高齢者の学習への関心や必要ニーズは趣味・教養よりも、生活課題に密着し

た実用的な知識の習得にあることが示唆されている。 

 

3.5 第3章の内容に関わる学術雑誌などに掲載された状況 

第 3章に記述した研究は、日本老年社会科学会第 63回大会で発表した。 
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第 4章 高齢者における主観的な学習ニーズの出現とその実践への移行に関連する要因 

 

4.1 目的 

本研究では、高齢者の主観的な学習ニーズ・実践の評価指標を用いて、高齢者における主

観的な学習ニーズの出現およびその実践への移行に関連する要因を明らかにする。高齢者

における学習ニーズの出現およびその実践への移行については、健康行動の変容と類似し

た事象である。すなわち、ニーズの出現と実践への移行については、異なる論点という見方

ができる。しかし、これを一体的にみることで、着目した要因の影響がニーズの出現の段階

に留まるのか、それとも実践への移行まで継続するのかが明らかになる。以上の理由から、

本研究では、健康行動を対象に「無関心」から「実践」までの各ステージへの段階移行に関

連する要因を分析する際に汎用されている行動変容理論に基づき、分析モデルを構築した。 

 

4.2 分析モデル 

1)健康行動変容理論 

健康行動変容理論は変化に対する個人のレディネス（準備性）を評価し、その人に特有な

介入プログラムを個別に提案するモデルといわれている。この行動変容の提唱者である

Prochaskaは、これを理論的に導き出したものではなく、禁煙が成功した事例を対象に禁煙

が成功するまでのプロセスを質的に分析することを通じて経験的に明らかにしたものであ

る。この理論では、健康行動の変容過程を、その行動変容後も視野に納め、「無関心期」「関

心期」「実践・維持期」のステージに区分する。さらに、それぞれのステージでは次のステ

ージへの移行に関連する要因は異なるというモデルである。ステージ移行に関する包括的

な要因として『変容プロセス』『意思バランス』『自己効力感』があると指摘されている。表

には、その詳細を示した。 

 

（1）変容プロセス 

健康行動変容理論では、行動変容を促進する「個人の経験」「社会的要因」はすべて『変

容プロセス』と一括して呼ばれている。「個人の経験」には[感情的な経験]［意識高揚」［心

身の機能制限］の 3種類がある。［感情的な経験］は、当事者が健康への脅威を経験するこ

とであり、［意識高揚］とは、当事者が健康状態を改善するため、努力しなければならない

という気持ちをもち、現実に努力することである。[心身の機能制限]は心身の機能の制限に

より、行動変容が妨げられるというものである。「社会的要因」には[社会解放]と[家族と友

人の支援]が位置づけられており、その中の[社会開放]は当事者の行動変容を促進するため

の社会環境のことである。 

(2)意思バランス（健康行動への価値づけ） 

『意思バランス』とは、当事者にとっての健康行動への価値づけのことである。 

(3) 自己効力感 
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『自己効力感』とは、健康行動を行うことができるという自信である。 

 

分析モデルに基づく要因・測定指標一覧 

 変容ステージごとの測定指標 

行動変容理論 
ニーズがない⇒ 
ニーズの出現 

ニーズの出現⇒ 
実践 

 1)変容プロセス   

   (1)個人の経験   

      感情的な経験 主観的な老いの経験 － 

      意識高揚 老後に向けての準備への努力 － 

      心身機能制限 － 日常生活動作の自立度 

   (2)社会的要因   

      社会解放 学習環境充実度に対する認知 学習環境充実度に対する認知 

      家族と友人の支援 家族と友人の支援と好意的態度 家族と友人の支援と好意的態度 

2)意思バランス 学習効果への認知 － 

 3)自己効力感  － 学習に対する自己効力感 

 

4.3 結果 

高齢者における主観的学習ニーズの自覚の関連要因の結果では、老後に向けての準備へ

の努力している高齢者、学習効果への認知が高い高齢者で、主観的な学習ニーズの出現が

有意に高かった。 

ニーズの出現から実践への移行に関連する要因の分析結果を示した．家族・友人が高齢

者の学習に対して好意的・支援的であることが有意な効果を持っていた。 

 

4.4 考察 

本研究では、老後に向けて準備に努力している人、学習効果に対する認知が高い人で

は、主観的な学習ニーズの出現割合が有意に高く、仮説が支持された。以上の結果から、

まずは老後の設計に取り組むなど学習への問題関心が喚起されることが重要であり、学習

環境が整備されただけでは主観的な学習のニーズ喚起に不十分であることが示唆された。 

本研究では、ニーズの出現から実践への移行に対して家族・友人から好意的・支援的で

あることが有意な効果を持っており、仮説が支持された。中国・台湾だけでなく日本にお

いても高齢者の周囲にいる身近な家族や友人が高齢者の学習活動を理解し、奨励すること

が高齢者の学習実践を活発にすることに貢献することが示唆された。 

 

4.5 第4章の内容に関わる学術雑誌などに掲載された状況 

第 4章に記述した研究は、第 15回日本応用老年学会大会に一般演題として、発表すると

ともに「応用老年学」Vol16に投稿中である。 
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第 5章 総合考察 

 

5.1 主観的な学習ニーズ・実践の評価指標の活用 

まず、従来学習プログラムの設定の視点からみると、本研究では、学習活動を実施してい

ない高齢者をも対象として高齢者の主観的な学習ニーズの評価指標を開発するとともに、

それと対となる学習実践の評価指標をも併せて開発した。本研究で開発した指標を用いる

ことで、高齢者における主観的な学習ニーズと学習実践とのギャップを明確に把握するこ

とができることから、高齢者の学習を推進することの一助になると思われる。 

 

5.2 高齢者の主観的な学習ニーズの合致した教育内容の提供 

高齢者の主観的な学習ニーズについては、「高齢期における日常生活の課題」という次元

の学習ニーズが最も多く、実践とのギャップが大きい次元も、この次元であることが明らか

にされた。「人生の振り返り」の課題については、他の次元と比較して学習ニーズは高くな

いものの、実践とのギャップが大きかった。前期高齢者と後期高齢者との比較でも、「ICT

技能」の次元を除き、この傾向に違いがなかった。今後、高齢者に向けた学習プログラムは、

後期高齢者も含め、従来の「教養」系に加えて高齢期における学習ニーズに合致する「高齢

期における日常生活の課題」や「人生の振り返り」を位置付けることが必要である。  

 

5.3 高齢者における学習の促進策 

高齢者の学習に関する研究領域においては、主観的な学習ニーズの喚起から実践までを

視野に納めつつも、それぞれを変容ステージに区分し、それぞれのステージごとに介入の

在り方が異なることを指摘した研究はほとんどない。分析の結果、主観的な学習ニーズが

ない状態からニーズの出現へのステージ変容の段階には、老後に向けての準備への努力、

学習効果への認知が関連していること、ニーズの出現から実践へのステージ変容の段階に

は、家族・友人が高齢者の学習に対して好意的・支援的であることが関連していることが

明らかにされた。すなわち、主観的な学習ニーズがない状態からニーズの出現、ニーズの

出現から実践という 2つのステージの区分ではあるが、それぞれの段階への変容には介入

方法を異にすることが必要であることが示唆された。 

主観的な学習ニーズがない状態からニーズが出現するように変容させるには、老後生活

準備に取り組む、すなわち、想定される老後の問題とその解決のために何が必要かを考え

る機会を提供することが重要である。台湾では、中高年を対象として老後の生活設計を立

てるように奨励している。日本でも台湾と同じように老後の生活設計を立てるように促す

ことが主観的な学習ニーズの喚起につながる可能性が示唆された。同時に、本研究の結果

から、学習活動の効果について理解が進むような機会を高齢者に提供することもニーズの

出現に有効であることが示唆された。中国・台湾においては，高齢者の学習活動を促すた

めに本人のみならず周りの家族と友人に対しても学習のメリットに関する情報を積極的に
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伝えることを提唱している。日本においても、このような施策が重要であることが示唆さ

れた。 

さらに、日本では、高齢者の学習への支援は、「生涯学習の環境の整備」「学習情報の

提供」「学習機会の拡充」を柱に進められてきている。「生涯学習の環境の整備」につい

ては、高齢者が利用しやすいように施設のバリアーフリーなどへの取り組みが行われてき

た。「学習情報の提供」については、広報紙の発行とともに、公共施設をはじめとして、

駅、スーパーマーケット、商店街などでポスターの掲示やチラシの配布をしてきた。各市

町村の生涯学習センターにおいて学習相談窓口も開設されてきた。「学習機会の拡充」に

ついては、高齢者大学の設立、NPO団体、図書館、市民大学などの連携による教育ネット

ワークの構築が行われてきた。さらに様々な学習プログラムも開発されてきている。最近

では、ICT技術を活用してオンライン学習も進められている。しかし、それぞれの施策が

高齢者の現実の学習活動にどの程度有効であるかほとんど検討がなされていない。本研究

では、「生涯学習の環境の整備」については、学習環境充実度という指標を用いて、その

効果を見てみた。分析の結果、学習環境充実度が学習ニーズの喚起、ニーズから学習実践

への移行のいずれにも有意な影響はみられなかった。「学習情報の提供」については、家

族や友人という高齢者の身近なネットワークがニーズの出現後の学習実践への移行に有意

な効果があることが示された。以上のことから、高齢者の間に学習ニーズを喚起し、学習

実践を活発化されていくには、以下のような取り組みが必要であることが明らかにされ

た。①学習参加者による学習プログラムの企画および参加者のインフォーマルなネットワ

ークを活用した参加の呼びかけ、②若い世代も含めた全世代型の共学ができるようなプロ

グラムの構築。 
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